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この表の基準：令和8年（2026年）8月1日からの内容　令和8年8月1日から、高額介護サービス費の第2段階と補足給付の利用者負担段階の基準額が80.9万円から82.65万円に。 厚生労働省「サービスにかかる利用料」（介護サービス情報公

表システム）・介護保険法施行令（e-Gov）で2026年10月4日に確認。

高額介護サービス費の負担の上限額（月額）　申請先：お住まいの市区町村

設定区分 対象者 負担の上限額（月額） わが家に✓

第１段階

①生活保護を受給している方等

②15,000円への減額により生活保護の被保護者とならない場合

③市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者

①15,000円（個人）

②15,000円（世帯）

③24,600円（世帯）、15,000円（個人）

□

第２段階 市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額＋その他の合計所得金額の合計が82.65万円以下
24,600円（世帯）

15,000円（個人）
□

第３段階 市町村民税世帯非課税で第１段階及び第２段階に該当しない方 24,600円（世帯） □

第４段階

①市区町村民税課税世帯～課税所得380万円（年収約770万円）未満

②課税所得380万円（年収約770万円）～690万円（年収約1,160万円）未満

③課税所得690万円（年収約1,160万円）以上

①44,400円（世帯）

②93,000円（世帯）

③140,100円（世帯）

□

※「世帯」とは住民基本台帳上の世帯員で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、「個人」とは介護サービスを利用したご本人の負担の上限額を指します。

※第４段階における課税所得による判定は、同一世帯内の65歳以上の方の課税所得により判定します。

月々の利用者負担額（福祉用具購入費や食費・居住費等一部を除く。）の合計額が上限額を超えた場合、その超えた分が介護保険から支給されます（厚生労働省）。金額は介護保険法施行令第22条の2の2の額と一致。

介護保険の利用者負担割合（判定基準）　1割・2割・3割

本人の合計所得金額 年金収入＋その他合計所得金額（同じ世帯の65歳以上の方の合計） 負担割合 わが家に✓

220万円以上

340万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合463万円以上） ３割負担 □

上記以外の場合で、280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上） ２割負担 □

上記以外の場合 １割負担 □

160万円以上220万円未満

280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上） ２割負担 □

上記以外の場合 １割負担 □

160万円未満 （世帯の年金収入等による判定なし） １割負担 □

※第２号被保険者、市町村民税非課税者、生活保護受給者の場合、負担割合の判定基準の表にかかわらず、１割負担です（厚生労働省の判定基準の注記）。

単身世帯・夫婦世帯：介護保険法施行令では、同じ世帯にほかの第1号被保険者（65歳以上の方）がいない場合が280万円（3割は340万円）、いる場合が346万円（3割は463万円）。

合計所得金額とは、収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後で、基礎控除や人的控除等の控除をする前の所得金額。市町村は毎年8月1日現在の世帯状況・所得状況で判定し、負担割合証（有効期限は8月1日〜翌年7月31日）を交付します（厚生労働省）。

発行：生前整理支援センター ふれあいの丘（株式会社Kogera）　www.fureaino-oka.com/kaigo/kougaku-kaigo　個人利用の範囲で自由に印刷・複製いただけます。

一般的な情報提供です（厚生労働省の公表資料と介護保険法施行令にもとづく。2026年10月4日確認）。段階・負担割合の判定や支給額は、お住まいの市区町村（合算制度は加入している医療保険者）に確認してください。個別の判断は専門家・窓口へ。
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利用者負担段階と預貯金額の基準（令和8年8月から）

設定区分 対象者 預貯金額（夫婦の場合） わが家に✓

第１段階 生活保護を受給している方等 要件なし □

第１段階 世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金受給者 1,000万円（2,000万円）以下 □

第２段階 世帯全員が市町村民税非課税で、本人の公的年金年収入額（※）＋その他の合計所得金額が82.65万円以下 650万円（1,650万円）以下 □

第３段階① 世帯全員が市町村民税非課税で、本人の公的年金年収入額（※）＋その他の合計所得金額が82.65万円超～120万円以下 550万円（1,550万円）以下 □

第３段階② 世帯全員が市町村民税非課税で、本人の公的年金年収入額（※）＋その他の合計所得金額が120万円超 500万円（1,500万円）以下 □

第４段階 市区町村民税課税世帯 （補足給付の対象ではない方） □

※非課税年金を含みます。

補足給付の対象ではない方（第4段階）の食費・居住費は、施設と利用者の契約により決められます（厚生労働省）。

基準費用額と負担限度額（日額（月額））令和８年８月～　【】はショートステイの場合

区分 基準費用額 第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階②

食費 1,545円（4.7万円）
300円（0.9万円）

【300円】

390円（1.2万円）
【600円（1.8万円）】

680円（2.1万円）
【1,030円（3.1万円）】

1,420円（4.3万円）
【1,360円（4.1万円）】

居住費
多床室（特養等）

915円（2.8万円） 0円（0万円） 430円（1.3万円） 430円（1.3万円） 530円（1.6万円）

居住費
多床室（老健・医療院／室料を徴収する場合）

697円（2.1万円） 0円（0万円） 430円（1.3万円） 430円（1.3万円） 530円（1.6万円）

居住費
多床室（老健・医療院等／室料を徴収しない場合）

437円（1.3万円） 0円（0万円） 430円（1.3万円） 430円（1.3万円） 430円（1.3万円）

居住費

従来型個室（特養等）
1,231円（3.7万円） 380円（1.2万円） 480円（1.5万円） 880円（2.7万円） 980円（3.0万円）

居住費
従来型個室（老健・医療院等）

1,728円（5.3万円） 550円（1.7万円） 550円（1.7万円） 1,370円（4.2万円） 1,470円（4.5万円）

居住費
ユニット型個室的多床室

1,728円（5.3万円） 550円（1.7万円） 550円（1.7万円） 1,370円（4.2万円） 1,470円（4.5万円）

居住費
ユニット型個室

2,066円（6.3万円） 880円（2.6万円） 880円（2.6万円） 1,370円（4.2万円） 1,470円（4.5万円）

基準費用額と負担限度額との差額を、介護保険から特定入所者介護（予防）サービス費として給付。負担限度額は所得段階、施設の種類、部屋のタイプによって異なります。出典：厚生労働省 介護保険最新情報Vol.1506（令和8年5月29日）。

令和8年8月1日からの変更（厚生労働省）

食費の基準費用額が100円（日額）引上げ（1,445円→1,545円）。

第3段階①・②は食費が30円〜60円（日額）、居住費は第3段階②が100円（日額）引上げ（室料を徴収しない多床室を除く。

第3段階①は据え置き）。第1・第2段階の食費の負担限度額は据え置き。

令和7年度の年金額改定を踏まえ、利用者負担段階の基準額が80.9万円→82.65万円。

【予定】令和9年度にかけての見直し

所得段階間の均衡を図る観点からの負担限度額の見直しを、令和8年8月から令和9年度にかけて実施するとされています

（令和8年度予算の大臣折衝事項の報告）。令和9年度分の段階・金額はこの表に載せていません。

発行：生前整理支援センター ふれあいの丘（株式会社Kogera）　www.fureaino-oka.com/kaigo/kougaku-kaigo　個人利用の範囲で自由に印刷・複製いただけます。

一般的な情報提供です（厚生労働省の公表資料と介護保険法施行令にもとづく。2026年10月4日確認）。段階・負担割合の判定や支給額は、お住まいの市区町村（合算制度は加入している医療保険者）に確認してください。個別の判断は専門家・窓口へ。
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高額医療・高額介護合算制度の負担上限額（世帯単位・年額）

区分
75歳以上

介護保険＋後期高齢者医

療

70～74歳

介護保険＋被用者保険ま

たは国民健康保険

70歳未満

介護保険＋被用者保険ま

たは国民健康保険

✓

年収約1,160万円～ 212万円 □

年収約770～約1,160万円 141万円 □

年収約370～約770万円 67万円 □

～年収約370万円 56万円 60万円 □

市町村民税世帯非課税等 31万円

34万円

□

市町村民税世帯非課税かつ年金収入

82.65万円以下等

本人のみ 19万円／介護利用者が複数 31万

円
□

毎年8月1日〜翌年7月31日の1年間に、同じ医療保険の世帯で医療保険と介護保険の両方に自己負担がある場合に合算。決められた限度額（年額）

を500円以上超えた場合、医療保険者に申請をすると超えた分が支給されます。医療保険では「高額介護合算療養費制度」と呼びます（厚生労働

省）。金額は介護保険法施行令第22条の3と一致。

申請先・確認先

高額介護サービス費：お住まいの市区町村（申請が必要）

特定入所者介護サービス費（負担限度額認定）：お住まいの市区町村（申請が必要）

介護保険の負担割合：市町村が毎年8月1日現在の状況で判定し、負担割合証を交付

高額医療・高額介護合算制度：加入している医療保険者（申請が必要）

わが家のメモ（ご自身で記入）

対象の人（名前・年齢）
名前：　　　　　　　　　年齢：　　歳　　□ 65歳以上（第1号被保険者）　□ 40〜64歳

（第2号被保険者）

介護保険の負担割合 □ 1割　□ 2割　□ 3割　（負担割合証の有効期限：　　年8月1日〜　　年7月31日）

高額介護サービス費の段階
□ 第1段階　□ 第2段階　□ 第3段階　□ 第4段階（①・②・③）　申請：□ 済（　　年　　

月）

負担限度額認定証
□ あり（□ 第1段階　□ 第2段階　□ 第3段階①　□ 第3段階②）　□ なし　有効

期限：　　年　　月まで

高額医療・高額介護合算の区分 加入している医療保険：　　　　　　　　　申請：□ 済（　　年　　月）

確認した日・確認した先 市区町村の介護保険の窓口／医療保険者：

このメモ欄は記録用です。当サイトは個別の計算をしていません。段階・金額・市区町村独自の軽減制度の有無は、市区町村の介護保険の窓口に確認

してください。

出典（2026年10月4日確認）
1. 厚生労働省 介護サービス情報公表システム「サービスにかかる利用料」（介護保険の解説） https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/commentar

y/fee.html

2. 厚生労働省 介護保険最新情報 Vol.1506「令和８年８月からの特定入所者介護（予防）サービス費の見直し等に係る周知への協力依頼について」（令和８年

５月２９日） https://www.mhlw.go.jp/content/001706483.pdf

3. 厚生労働省老健局「令和８年度予算に関する『大臣折衝事項』について（報告）」社保審－介護給付費分科会 第252回 資料１（R7.12.26） https://www.

mhlw.go.jp/content/12300000/001623468.pdf

4. 厚生労働省老健局「介護保険制度の概要」（令和７年７月） https://www.mhlw.go.jp/content/001512842.pdf

5. 厚生労働省老健局「給付と負担について（参考資料）」社会保障審議会 介護保険部会（第107回）参考資料２（令和５年７月10日） https://www.mhlw.g

o.jp/content/12300000/001119101.pdf

6. 厚生労働省 介護保険最新情報 Vol.997「介護保険制度における利用者負担等の事務処理の取扱いについて」（令和３年７月５日） https://www.mhlw.

go.jp/content/000801668.pdf

7. 介護保険法施行令（平成十年政令第四百十二号）e-Gov法令検索（令和8年10月1日施行時点） https://laws.e-gov.go.jp/law/410CO0000000

412/20261001_508CO0000000274

8. 介護保険法施行規則（平成十一年厚生省令第三十六号）e-Gov法令検索（令和8年8月1日施行時点） https://laws.e-gov.go.jp/law/411M50000

100036

発行：生前整理支援センター ふれあいの丘（株式会社Kogera）　www.fureaino-oka.com/kaigo/kougaku-kaigo　個人利用の範囲で自由に印刷・複製いただけます。

一般的な情報提供です（厚生労働省の公表資料と介護保険法施行令にもとづく。2026年10月4日確認）。段階・負担割合の判定や支給額は、お住まいの市区町村（合算制度は加入している医療保険者）に確認してください。個別の判断は専門家・窓口へ。


